
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 10月 31日

上   場   会   社   名       日本電気システム建設株式会社 上場取引所 東

コード番号       1973 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　 　 氏　　  名 笹部　高広 TEL (03) 5463 - 1111

中間決算取締役会開催日      平成 12年 10月 31日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日          平成 12年 12月 12日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 86,852 4.4 2,528 56.7 2,313 114.7
11年 9月中間期 83,222 △ 12.6 1,613 △ 30.9 1,077 △ 51.1
12年 3月期 203,771 5,290 5,312

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 528 7.0 12.36
11年 9月中間期 494 △ 53.7 11.58
12年 3月期 1,113 26.09
(注)①期中平均株式数  12年9月中間期 42,763,869 株  11年9月中間期 42,680,450 株  12年3月期 42,683,957 株

    ②会計処理の方法の変更　　 有

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 5.00 －
11年 9月中間期 5.00 －
12年 3月期 － 10.00

(3)財政状態

株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 117,946 48,207 40.9 1,121.46
11年 9月中間期 120,136 47,049 39.2 1,102.18
12年 3月期 127,843 47,456 37.1 1,111.70
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 42,986,106 株   11年 9月中間期 42,688,049 株   12年 3月期 42,688,049 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 220,000 8,500 3,100 7.50 12.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   72 円 12 銭 

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間
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中 間 貸 借 対 照 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 末          

（平成 12 年 9 月 30 日現在）

前 中 間 会 計 期 間 末          

（平成 11 年 9 月 30 日現在）

前 事 業 年 度          

要 約 貸 借 対 照 表          

(平成 12 年 3 月 31 日現在)

  　　　　　　　期　　別

                          

科　目 金 額   構成比   金 額   構成比   金 額   構成比   

（ 資 産 の 部 ）            ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産          ９９，８７４ 84.7 １０２，９８５ 85.7 １１０，４２７ 86.4

　現 金 及 び 預 金           ６，８７４ ７，７８１ ７，６１６

　受 取 手 形           ３，５１２ ３，３１８ ３，５４３

　売 掛 金           ５７，４２０ ５１，８２５ ７４，１８９

　有 価 証 券           ９，４３１ １２，０８７ ７，１３１

　機 器 及 び 材 料           ２５７ ２９３ ２６４

　仕 掛 品           １８，３２５ ２１，０７４ １３，９４１

　そ の 他           ４，３１４ ６，９３０ ４，０２５

　貸 倒 引 当 金           △　　　２６２ △　　　３２７ △　　　２８４

Ⅱ 固 定 資 産          １８，０７２ 15.3 １７，１５１ 14.3 １７，４１５ 13.6

　有 形 固 定 資 産           ８，５６４ ８，５０４ ８，６０５

　　建 物          ３，９９７ ４，２６１ ４，１２３

　　そ の 他          ４，５６７ ４，２４２ ４，４８１

　無 形 固 定 資 産           １，４４７ ９３４ １，１４２

　投 資 そ の 他 の 資 産           ８，０６０ ７，７１２ ７，６６７

　　そ の 他          ８，２３８ ７，８２４ ７，７９９

　　貸 倒 引 当 金          △　　　１７８ △　　　１１２ △　　　１３１

資 産 合 計          １１７，９４６ 100.0 １２０，１３６ 100.0 １２７，８４３ 100.0
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中 間 貸 借 対 照 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 末          

（平成 12 年 9 月 30 日現在）

前 中 間 会 計 期 間 末          

（平成 11 年 9 月 30 日現在）

前 事 業 年 度          

要 約 貸 借 対 照 表          

(平成 12 年 3 月 31 日現在)

  　　　　　　　期　　別

                          

科　目 金 額   構成比   金 額   構成比   金 額   構成比   

（ 負 債 の 部 ）           ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債          ５３，５２１ 45.4 ５７，９２３ 48.2 ６５，２４２ 51.0

　支 払 手 形           ３，８３３ ４，２６９ ４，５９２

　買 掛 金           ２７，３１５ ２３，９０６ ３４，６１２

　短 期 借 入 金           ７，９２６ １４，８７０ １０，６００

　前 受 金           ８，７３８ ９，５７４ ８，０５５

　そ の 他           ５，７０８ ５，３０１ ７，３８２

Ⅱ 固 定 負 債          １６，２１７ 13.7 １５，１６３ 12.6 １５，１４５ 11.9

　転 換 社 債           １１，４４２ １１，９８０ １１，９８０

　退 職 給 与 引 当 金           　　　　　　 ― ３，１８３ ３，１６５

　退 職 給 付 引 当 金           ４，７７５ 　　　　　　 ― 　　　　　　 ―

負 債 合 計          ６９，７３９ 59.1 ７３，０８６ 60.8 ８０，３８７ 62.9

（ 資 本 の 部 ）           

Ⅰ　資 本 金        

Ⅱ 資 本 準 備 金          

Ⅲ 利 益 準 備 金          

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金          

　任 意 積 立 金           

１３，０４７

１２，５４７

４８２

２２，１２９

２１，２４２

11.1

10.6

0.4

18.8

１２，７７８

１２，２７８

４３０

２１，５６３

２０，６４２

10.6

10.2

0.4

18.0

１２，７７８

１２，２７８

４５１

２１，９４８

２０，６４２

10.0

9.6

0.4

17.1

　中間(当期)未処分利益           ８８７ ９２１ １，３０５

資 本 合 計          ４８，２０７ 40.9 ４７，０４９ 39.2 ４７，４５６ 37.1

負 債 資 本 合 計          １１７，９４６ 100.0 １２０，１３６ 100.0 １２７，８４３ 100.0
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中 間 損 益 計 算 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    （単位：百万円）

当中間会計期間       
自 平成 12 年 4 月  1 日

至 平成 12 年 9 月 30 日

前中間会計期間       
自 平成 11 年 4 月  1 日

至 平成 11 年 9 月 30 日

前 事 業 年 度       

要約損益計算書
自 平成 11 年 4 月  1 日
至 平成 12 年 3 月 31 日

  　　　　　　　期　　別

                          　　

科　目
金 額   百分比   金 額   百分比   金 額   百分比   

   ％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高          ８６，８５２ 100.0 ８３，２２２ 100.0 ２０３，７７１ 100.0

Ⅱ 売 上 原 価          ７６，６０８ 88.2 ７４，８８９ 90.0 １８０，７１６ 88.7

　　売 上 総 利 益           １０，２４４ 11.8 ８，３３２ 10.0 ２３，０５５ 11.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費          ７，７１５ 8.9 ６，７１９ 8.1 １７，７６４ 8.7

　　営 業 利 益           ２，５２８ 2.9 １，６１３ 1.9 ５，２９０ 2.6

Ⅳ 営 業 外 収 益          ３１４ 0.4 ２４３ 0.3 ５３０ 0.2

　　受 取 利 息           ４８ １５ ７１

　　そ の 他           ２６５ ２２７ ４５８

Ⅴ 営 業 外 費 用          ５２９ 0.6 ７７８ 0.9 ５０８ 0.2

　　支 払 利 息           １３０ １３１ ２６０

３９８ ６４７ ２４７

２，３１３ 2.7 １，０７７ 1.3 ５，３１２ 2.6

　　そ の 他           

　　経 常 利 益           

Ⅵ 特 別 損 失          １，３３１ 1.6 　　　　　― ２，６７９ 1.3

　　棚 卸 資 産 整 理 損 失           　　　　　― 　　　　　― １，４２８

　　為 替 差 損           

　　退職給付会計基準変更時差異           

　　　　　―

１，３３１

　　　　　―

　　　　　―

１，２５１

　　　　　―

　　税引前中間(当期)純利益           ９８２ 1.1 １，０７７ 1.3 ２，６３２ 1.3

　　法人税、住民税及び事業税           １，２３０ 1.4 ７１８ 0.9 ２，０５８ 1.0

　　法 人 税 等 調 整 額           △　　７７６ 0.9 △　　１３４ 0.2 △　　５３９ 0.2

　　中 間 ( 当 期 ) 純 利 益           

　　前 期 繰 越 利 益           

　　中 間 配 当 額           

　　利 益 準 備 金 積 立 額           

５２８

３５９

　　　　　―

　　　　　―

0.6 ４９４

４２６

　　　　　―

　　　　　―

0.6 １，１１３

４２６

２１３

２１

0.5

　　中間(当期)未処分利益           ８８７ ９２１ １，３０５
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　１．資産の評価基準および評価方法

 (1)有価証券

　　 満期保有目的債券　………………………  償却原価法

　　 子会社株式および関連会社株式　………　移動平均法による原価法

　　　    その他有価証券

            時価のあるもの　………………………  移動平均法による原価法

　　　　　　時価のないもの　………………………  移動平均法による原価法

　　 (2)デリバティブ

時価法によっております。但し、特例処置の要件を満たす金利スワップ契約については、時価評価せず、その

金銭の受払の純額を金利変換の対象となる負債に係る利息に加減して処理しております。

　　 (3)たな卸資産

　　　 　 機器及び材料　

            機　器　 …………………… 移動平均法による原価法

　　　　    主材料 　…………………… 移動平均法による原価法

　　　　    副材料　 …………………… 総平均法による原価法

　　　　 　 貯蔵品 　…………………… 最終仕入原価法

　　　    仕　掛　品 …………………… 個別法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　 (1)有形固定資産 ……… 定率法

　　 (2)無形固定資産 ……… 定額法

 　 (3)長期前払費用 ……… 均等償却

　３．引当金の計上基準

    (1)貸倒引当金

　  一般債権 ………………………………… 貸倒実績率法

    貸倒懸念債権および破産更生債権 …… 財務内容評価法

　 (2)退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。な

お、会計基準変更時差異（13,316百万円）については、5年による按分額を費用処理してお

ります。

　４．リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

 借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　５．ヘッジ会計の方法

借入金の金利上昇リスクを回避するために、金利スワップを締結しておりますが、ヘッジを目的としたものであ

り、繰延ヘッジ会計を適用しております。

なお、ヘッジの有効性については、ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して判定

しております。

　６．その他中間財務諸表作成のための重要な事項

        消費税等の会計処理 …… 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　７．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（会計処理の変更）          

従来、収益計上基準の一部として工期 1 年以上かつ契約金額 5 億円以上の請負工事については進行基準を適用し

ておりましたが、当中間会計期間より契約金額 1 億円以上のシステムインテグレーション事業の収益計上につい

て全面的に進行基準を適用することとしました。

この変更は、急速な技術革新によりシステム構築が小規模化、短納期化する傾向にあること、また、今後もその

傾向が継続すると見込まれること、そして、国際的な会計基準の動向が請負契約については進行基準を採用する

方向にあることから、中間会計期間の経営成績をより一層適正に把握するためのものであります。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、売上高は 5,063 百万円増加し、営業利益、経常利益および税引

前中間純利益はそれぞれ 571 百万円増加しております。

（ 追 加 情 報 ）          

　１．販売費及び一般管理費の繰延処理廃止

従来、売上高の上半期と下半期の割合により販売費及び一般管理費の固定費部分を按分する方法（販売費及び一

般管理費の繰延処理）を採用しておりましたが（前中間会計期間の繰延処理額 2,187百万円）、当中間会計期間よ

り販売費及び一般管理費の繰延処理が廃止されております。

　２．退職給付会計

当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用

が 1,541 百万円増加し、経常利益は 210 百万円、税引前中間純利益は 1,541 百万円減少しております。

また、退職給与引当金および企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示して

おります。

　３．金融商品会計

当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であります。

なお、当中間会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて、時価評価を行っておりませ

ん。その他有価証券に係る中間貸借対照表計上額は、667百万円、時価は834百万円、評価差額金相当額は96百万

円、繰延税金負債相当額は、70百万円であります。
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注 記 事 項         

(中間貸借対照表関係         )

　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　  （単位：百万円）

当中間会計期間末          

（平成12年9月30日現在）

前中間会計期間末          

（平成11年9月30日現在）

前 事 業 年 度 末          

（平成12年3月31日現在）

１．　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　４，８６２

２．　保証債務

  　　　 住友商事㈱        　　　  　　１１６

  　　 　㈱住友銀行          　　　　　６９７

  　　　 日本電気㈱         　　　 １，８２７

  　　合　　 　　　　　 計　　２，６４１

３．　中間会計期間末日満期手形の処理

中間会計期間末日満期手形は、手形交

換日をもって決済処理しております。

従って、当中間会計期間末日は、金融

機関の休日であったため中間会計期間

末日満期手形が以下の科目に含まれて

おります。

  　　 受 取 手 形              　　８１８

  　　 支 払 手 形              　　１２７

１．　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　４，５５９

２．　保証債務

  　　 　住友商事㈱         　　　　 　１９２

  　　　 ㈱住友銀行         　　　　　 ７９７

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

  　　合　        　  　計　    　９９０

 　　 

１．　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　４，８０２

２．　保証債務

  　　 　住友商事㈱         　　 　　　１５３

  　　　 ㈱住友銀行         　　 　　　７３９

  　　 　日本電気㈱          　　　１，８７３

  　　合　　　　　　 　 計　　２，７６５

 　　 

　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　



－ 28 －

 (リ ー ス 取 引 関 係         )

　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）
当 中 間 会 計 期 間          

自　平成12年4月 1日

至　平成12年9月30日

前 中 間 会 計 期 間          

自　平成11年4月 1日

至　平成11年9月30日

前 事 業 年 度          

自　平成11年4月 1日

至　平成12年3月31日

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係わる注記

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額および中間期末残高相当額

                車 輌 運 搬 具       工 具 器 具
及 び 備 品

 合 　 　 　 計

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

　 取 得 価 額 相 当 額 　　　 ９ ８    ５ ， ５ ８ ５  ５ ， ６ ８ ３

　      減 価 償 却
累 計 額 相 当 額

 　 　 　 　 ５ ９    ３ ， ７ １ ６   ３ ， ７ ７ ６
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

　      中 間 期 末
残 高 相 当 額

 　 　 　 　 ３ ８    １ ， ８ ６ ８   １ ， ９ ０ ６
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

　　 １ 年 以 内              　      １，００９

　　 １ 年 超                  　  １，１６０

　　 合　　　　計            　  ２，１６９

(3)支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額

　　　支 払 リ ー ス 料               　  　６７４

　　　減 価 償 却 費 相 当 額               　  　５７３

　　　支 払 利 息 相 当 額                     　４０

(4)減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

　・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。

２.オペレーティング ・リース取引に係わる注記

　　未経過リース料

　　　１ 年 以 内                   　　　　３１

　　　１ 年 超                  　　　　 ４２

　　　合　　　　計　          　　　　 ７３

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係わる注記

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額および中間期末残高相当額

                車 輌 運 搬 具      工 具 器 具
及 び 備 品

 合 　 　 　 計

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

　 取 得 価 額 相 当 額 　　１ ０ ７    ５ ， ７ ５ ８  ５ ， ８ ６ ６

　      減 価 償 却
累 計 額 相 当 額

 　 　 　 　 ５ ２    ３ ， ４ ５ ５   ３ ， ５ ０ ７
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

　      中 間 期 末
残 高 相 当 額

　 　 　 　  ５ ５ 　  ２ ， ３ ０ ３  ２ ， ３ ５ ９
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

　　 １ 年 以 内                  　  １，１８３

　　 １ 年 超                    　１，５５２

　　 合　　　　計            　  ２，７３６

(3)支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額

　　　支 払 リ ー ス 料               　　　７２８

　　　減 価 償 却 費 相 当 額               　　　６３１

　　　支 払 利 息 相 当 額                   　　５３

(4)減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

　・利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。

２.オペレーティング ・リース取引に係わる注記

　　未経過リース料

　　　１ 年 以 内                   　　　　３２

　　　１ 年 超                  　　　　 ４１

　　　合　　　　計　           　　　　７３

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係わる注記

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額および期末残高相当額

                車 輌 運 搬 具      工 具 器 具
及 び 備 品

 合 　 　 　 計

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

　 取 得 価 額 相 当 額 　　１ ０ ９    ５ ， ７ ５ ９  ５ ， ８ ６ ８

　      減 価 償 却
累 計 額 相 当 額

 　 　 　 　 ６ ０    ３ ， ６ ８ ０   ３ ， ７ ４ １
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　 　 　 　 　 　 　

　      期 末 残 高
相 当 額

　 　 　 　  ４ ９ 　  ２ ， ０ ７ ８  ２ ， １ ２ ７
 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(2)未経過リース料期末残高相当額

　　 １ 年 以 内             　       １，１３４

　　 １ 年 超                 　   １，３１４

　　 合　　　　計            　  ２，４４８

(3)支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額

　　　支 払 リ ー ス 料                 １，４２４

　　　減 価 償 却 費 相 当 額                 １，２２３

　　　支 払 利 息 相 当 額                     １０１

(4)減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

　・利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。

２.オペレーティング ・リース取引に係わる注記

　　未経過リース料

　　　１ 年 以 内                   　　　　３１

　　　１ 年 超                  　　　　 ３５

　　　合　　　　計　           　　　　６７


